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平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震に対する対応（第 17 報） 

平成１９年８月１７日 

９ ： ０ ０ 現 在 

国 土 地 理 院 

災害対策本部 事務局 

 

平成１９年７月１６日１０時１３分頃、新潟県上中越沖を震源とする地震があった。こ

れを受けて国土地理院においては、同日１０時１８分に「平成 19 年(2007 年)新潟県中越

沖地震」災害対策本部（本部長：国土地理院長）を設置した。 

これまでの国土地理院の対応は以下のとおりである。 

 

１．地震の概要（気象庁情報） 

  発 生 日 時  平成１９年７月１６日（月）１０時１３分頃 

  震 源 地  新潟県上中越沖（ 北緯 37.6°、東経 138.6°） 

  震源の深さ  約１７ｋｍ 

  規 模  マグニチュード６．８（暫定値） 

  各地の主な震度 

   震度６強   新潟県長岡市小国町法坂 柏崎市西山町池浦 刈羽村割町新田 

           長野県飯綱町芋川   

  震度６弱   上越市柿崎区柿崎 上越市吉川区原 上越市三和区井ノ口 

         長岡市中之島 小千谷市土川 出雲崎町米田   

津波注意報 １０時１４分発表 発令  １１時２０分解除 

               

２．災害対策本部等 

 １）災害対策本部 

７月１６日 １０時１８分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震」災害対策本部

（本部長：国土地理院長）を設置。 

１２時００分 第１回本部会議を開催。 

１６時００分 第２回本部会議を開催。 

２１時３０分 第３回本部会議を開催。 

７月１７日 １０時００分 第４回本部会議を開催。 

１８時３０分 第５回本部会議を開催。 

７月１８日 １８時００分 第６回本部会議を開催。 

  ７月１９日 １７時００分 第７回本部会議を開催。 

  ７月２０日 １９時００分 第８回本部会議を開催。 

７月２２日  ９時３０分 第１回本部事務局会議を開催。 

７月２３日 １７時３０分 第９回本部会議を開催 

７月２５日  ９時３０分 第２回本部事務局会議を開催。 

７月２７日 １０時３０分 第３回本部事務局会議を開催。 

８月１０日 １７時００分 災害対策本部を閉鎖し、注意体制へ移行。 
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２）災害対策本部支部 

７月１６日 １０時１８分 関東地方測量部に災害対策本部の支部を設置。 

８月１０日 １７時００分 災害対策本部支部を閉鎖。 

 

３）地方災害対策本部 

７月１６日 １０時１８分 関東地方測量部に地方災害対策本部を設置。 

７月１６日 １０時１８分 北陸地方測量部に地方災害対策本部を設置。 

８月１０日 １７時００分 関東地方測量部及び北陸地方測量部の地方災害対策 

本部を閉鎖し、注意体制へ移行。 

 

３．主な活動状況 

１）地理情報の提供 

   ７月１６日 内閣府等に電子メールで地図画像を提供。 

７月１６日 官邸、内閣府に地形図搬送完了。 

  ７月１６日 災害対策用図を作製・印刷完了。 

７月１７日 災害対策用図を官邸、内閣府に搬送完了。 

７月１７日 災害対策用図を長野県、飯綱町に送付。  

７月１７日 災害対策用図を政府現地連絡対策室、新潟県、柏崎市、北陸 

地方整備局へ搬送完了。 

７月２０日 空中写真を政府現地連絡対策室、新潟県、柏崎市、刈羽村、 

出雲崎町、農林水産省、北陸地方整備局、土木研究所へ送付。 

   ７月２３日 正射写真図を作製・印刷完了し、内閣府へ搬送完了。 

   ７月２４日 正射写真図を官邸、政府現地連絡対策室、新潟県、柏崎市、 

北陸地方整備局へ搬送完了 

 

２）現地との連絡 

    地方対策本部と連絡をとり現地の情報を収集。 

  

３）緊急現地調査 

   ７月１６日～１９日 職員５名を被災地に派遣し、被害状況調査を実施。 

  ７月１８日～８月１０日 職員６名を被災地へ派遣し、緊急の水準測量を実施。 

   ７月２５日～２７日 建物倒壊集中域の地盤条件及び地形変形の調査を実施。 

７月２５日～８月１日 被災地に設置されている三角点の調査を実施。 

 

 

４）地殻変動の監視 

   ７月１６日 電子基準点の緊急解析を実施し、柏崎市の沿岸部で最大北西方向へ約 

16 ㎝の水平変動を検出した。 

７月１６日～１７日 北陸地方測量部職員２名を出雲崎町方面に派遣し、電子基準

点「出雲崎」他の点検調査等の実施。 

  ７月１８日 北陸地方測量部職員２名を電子基準点「柏崎２」の点検調査のため、 

柏崎市に派遣。 

７月１９日 その後の蓄積したデータ等をもとに、より正確な地殻変動量を算出し 

た。 

  ７月２０日 人工衛星データを用いて地殻変動を面的に把握した。 

   ７月２６日 電子基準点による地殻変動観測や緊急の水準測量等の複数の要素から 
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震源断層モデルを推定した。 

   ７月２６日 水準測量の結果、隆起域の中心付近にある水準点 4458 が水準点交 3745 

に対して約 35cm 相対的に隆起していることを確認（速報値による） 

５）空中写真撮影 

  ７月１６日  被災地域の空中写真撮影を準備(天候の状況を見て撮影開始)。 

  ７月１９日  被災地域の空中写真撮影を実施。 

  ７月２０日  被災地域の空中写真を公開 

 

６）会議等への出席 

７月１６日  新潟県上中越沖を震源とする地震に関する政府調査団に関東地方測 

量部長が参加。 

７月１６日 １４時５０分 国土交通省非常災害対策本部会議に参事官が出席。 

７月１６日 ２３時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に総務部長が出席。 

７月１７日 １０時００分 地震調査委員会(国土地理院が共同事務局)臨時会に、

地理地殻活動研究センター長が出席。 

７月１７日 １７時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に企画部長が出席。 

７月１８日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に企画部長が出席。 

７月１９日 １３時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に関東地方測量部長が出席。 

７月２０日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に総務部長が出席。 

７月２０日 １７時３０分 国土交通省非常災害対策本部会議に参事官が出席。 

７月２３日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対

策関係省庁連絡会議に防災企画官が出席。 

  ７月２５日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対 

策関係省庁連絡会議に防災企画官が出席。 

７月２７日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対 

策関係省庁連絡会議に防災企画官が出席。 

７月３１日 １６時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対 

策関係省庁連絡会議に関東地方測量部長が出席。 

８月 ３日 １３時００分 平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に関する災害対 

策関係省庁連絡会議に企画部長が出席。 

 

 

 

７）記者発表等 

７月１６日 １８時３０分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に伴う地殻変動 
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（第１報）」を発表。 

７月１９日 １３時００分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震に伴う地殻変動

（第２報）」を発表。 

７月２０日 １４時００分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震」に伴い基準

点測量成果の公表を停止」を発表 

７月２０日 １５時００分 「人工衛星データを用いて平成 19 年(2007 年）新潟県

中越沖地震に伴う地殻変動を面的に把握（第１報）」を

発表 

７月２０日 １８時００分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震による被災地

の空中写真を公開」を発表 

７月２６日 １６時００分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震の震源断層モ

デルを推定」を発表 

 

８）国土地理院ホームページによる情報提供 

７月１６日 １４時１０分 「平成 19 年(2007 年)新潟県中越沖地震関連ページ」を 

開設し、 

・震源断層モデルを推定(記者発表資料) 

・被災地の空中写真を公開(記者発表資料) 

・人工衛星データを用いて地殻変動を面的に把握 

（記者発表資料） 

・基準点測量成果の公表を停止（記者発表資料）     

・地殻変動情報（記者発表資料） 

・震源域周辺の基準点成果の取り扱いについて 

・被災地の空中写真及び柏崎市街の正射写真図 

・災害情報集約マップ 

・災害状況図 

                  ・ＧＰＳ連続観測結果 

・被災地の地形・地質的特徴 

・災害概況図 

                 について公表中。 

 

９）その他の動向 

７月２０日 基準点測量成果（電子基準点６点、三角点３２４点）の公表を停止。 

７月２３日 被災地の空中写真の供覧を開始。 

８月１７日 基準点測量成果（電子基準点６点）の成果を改定し公表。 


